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本庄市国民健康保険税の適正化について

１．国民健康保険税 23年度・25 年度改定案と改定実績

（１）平成２３年度国民健康保険保険税調定額増額改定案

この改定案は、５年間で国民健康保険財政を健全化するため、３回に分けて保険税を

改定する計画です。平成２２年度の医療分・支援分・介護分の不足額を５億７７００万円、

高齢化の影響に伴う医療分・支援分・介護分の５年間の増加額を２億３０００万円と積算し、

これを３回に分けて改定する計画になっています。

（２）平成２５年度国民健康保険保険税調定額増額改定案

この改定案は、当初案の残期間３年間で国民健康保険財政を健全化するため、２回に分

けて保険税を改定する計画です。平成２５年度の医療分・支援分・介護分の不足額を４億３６

００万円と積算し、これを２回に分けて改定する計画になっています。

（３）保険税調定額増額改定実績

次の表は（１）（２）の計画を基本に保険税調定額の増額改定した実績です。

年度 医療分改定 支援分改定 介護分改定 高齢化影響額 合計改定額

２３ 91,000,000 62,000,000 60,000,000 ― 213,000,000
２５ 182,000,000 ― ― 110,000,000 292,000,000
２７ 182,000,000 ― ― 120,000,000 302,000,000
合計 455,000,000 62,000,000 60,000,000 230,000,000 807,000,000

年度 医療分改定 支援分改定 介護分改定 高齢化影響額 合計改定額

２５ 154,500,000 71,000,000 56,000,000 ― 281,500,000
２７ 154,500,000 ― ― 増減分加味 154,500,000
合計 309,000,000 71,000,000 56,000,000 増減分加味 436,000,000

年度 医療分 支援分 介護分 改定額

２３ 91,000,000 62,000,000 60,000,000 213,000,000
２５ 154,500,000 71,000,000 56,000,000 281,500,000
合計 245,500,000 133,000,000 116,000,000 494,500,000
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（４）国民健康保険税 税率改定実施案

次の表は（２）の保険税調定額の増額改定に基づき改定した保険税率です。

（５）国民健康保険 改定年度別収支状況

次の表は保険税改定後の医療分・支援分・介護分の収支状況です。医療分・支援分・

介護分の保険税・負担金・交付金等の合計歳入から支出額を控除した収支状況になりま

す。後期高齢者支援金分は既に健全化を達成していますが、医療分、介護分は改善して

いるものの不足額があり、法定外繰入金で補填をしています。

＊注 平成２２年度の医療分収支は多額な返還金が発生したため、通常より赤字額が増えています。

（６）国民健康保険 年度別歳出状況

高齢化が進む中、歳出は毎年増加しており、平成２２年度と２５年度の比較で医療分・

支援分・介護分の合計額が６億８６００万円も増加しました。平均すると医療分で約１億２５

００万円、支援分で７２００万円、介護分で３１００万円、年間に上昇したことになります。歳

出に占める保険税の割合は２５％程度ですので、高齢化による歳出増加は保険税不足額

を年間５７００万円程度押し上げると想定されます。（１）の当初改定案では高齢化影響額

を２３・２４年度の２ヵ年で１億１０００万円、２５・２６年度の２ヵ年で１億２０００万円と想定し

ています。

年度
医療分税率 支援分税率 介護分税率 合計税率

所得 資産 均等 平等 所得 均等 所得 均等 所得 資産 均等 平等

２２ 5.6 40 7,000 16000 2.2 6,000 1.2 6,000 9.0 40 19,000 16,000

２３ 6.0 40 11,000 16000 2.5 8,100 2.0 9,100 10.5 40 28,200 16,000

２５ 6.9 20 19,500 16000 2.9 9,900 2.7 12,400 12.5 20 41,800 16,000

年度 医療分収支 支援分収支 介護分収支 合計収支

22年
改定前

－545,895,631 －21,166,495 －69,599,850 －636,661,976

23年
改定

－185,457,802 ＋11,695,248 －34,643,864 －208,406,418

25年
改定

－116,748,819 ＋6,833,678 －20,070,816 －129,985,957

年度 医療分歳出 支援分歳出 介護分歳出 合計額 前年度比較

２２ 7,173,623,623 1,014,075,173 441,500,344 8,629,199,140
２３ 7,168,379,547 1,121,413,247 499,164,276 8,788,957,070 159,757,930
２４ 7,561,435,150 1,193,538,732 522,873,244 9,277,847,126 488,890,056
２５ 7,548,611,763 1,230,576,998 536,037,532 9,315,226,293 37,379,167
増加額 374,988,140 216,501,825 94,537,188 686,027,153 22年度と比較
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２．県内他市の国民健康保険税の状況（※資料１「保険税率等の状況」参照）

（１）医療分の状況

①所得割額の状況

本庄市の所得割額６．９％は、現在、県内全６３市町村の内２１位、４方式の市町村４９

市町村の内１０位となっています。６３市町村の平均額は６．４４％です。

②資産割額の状況

本庄市の資産割額２０％は県内全６３市町村の内４２位、４方式の市町村４９市町村の

内では４２位となっています。６３市町村の平均額は２４．８４％です。

③被保険者均等割額の状況

本庄市の被保険者均等割額１９，５００円は県内全６３市町村の内１１位、４方式の市町

村４９市町村の内では１位となっています。６３市町村平均額は１３，７０９円です。

④世帯平等割額の状況

本庄市の世帯平等割額１６，０００円は県内全６３市町村の内２４位、４方式の市町村４

９市町村の内でも２４位となっています。６３市町村平均額は１３，１４８円です。

（２）後期高齢者支援分の状況

①所得割額の状況

本庄市の所得割額２．９％は、現在、県内全６３市町村の内２位となっています。６３市

町村の平均額は１．９１％です。

②被保険者均等割額の状況

本庄市の被保険者均等割額９，９００円は県内全６３市町村の内１６位となっています。

６３市町村平均額は８，０９７円です。

（３）介護納付金分の状況

①所得割額の状況

本庄市の所得割額２．７％は、現在、県内全６３市町村の内１位となっています。６３市

町村の平均額は１．３６％です。

②被保険者均等割額の状況

本庄市の被保険者均等割額１２，４００円は県内全６３市町村の内６位となっています。

６３市町村平均額は９，９０２円です。

（４）まとめ

本庄市の国民健康保険税は、資産割を除いてどの税率も平均額を上回っており、医療

分・支援分・介護分の合計では保険税が高い市町村の一つになっています。
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３．埼玉県北部ブロックの国民健康保険税の状況

（１）年間保険税額の比較

次の表は埼玉県北部ブロック１３市町の年間国民健康保険税額を次の条件のモデル世帯

ごとに比較したものです。今年４月１日現在の本庄市の１世帯あたりの被保険者数は１．７９

人。加入世帯の最新の平均所得は１０３万８４５４円。

①１人世帯 ６３歳 所得１００万円 持ち家固定資産税年間１０万円

②２人世帯 夫婦６３歳 所得１００万円 持ち家固定資産税なし

③２人世帯 夫婦６３歳 所得２００万円 持ち家固定資産税年間１０万円

の３つのモデルケースで年間保険税額を算出して比較しています。

（２）1 人あたりの法定外繰入額（平成 24年度実績）

北部ブロックの市町では、一般会計から法定外繰入金（赤字補填額）を繰り入れることで、

保険税を低く抑えています。

市町名

①１人世帯

所得 100 万円

固定資産 10 万

所得に

占める

割 合

②２人世帯

所得 100 万円

所得に

占める

割 合

③２人世帯

所得 200 万円

固定資産 10 万

所得に

占める

割 合

本庄市 161,400円 16.1% 163,300円 16.3% 328,200円 16.4%
熊谷市 136,600円 13.7% 119,600円 12.0％ 256,200円 12.8％
深谷市 128,000円 12.8% 100,700円 10.1％ 235,000円 11.8％
秩父市 134,200円 13.4% 114,700円 11.5％ 238,700円 11.9％
行田市 140,990円 14.1% 121,790円 12.2％ 264,990円 13.2％
美里町 125,100円 12.5% 101,300円 10.1％ 224,100円 11.2％
神川町 127,900円 12.8% 109,000円 10.9％ 238,700円 11.9％
上里町 128,500円 12.9% 120,200円 12.0％ 252,900円 12.6％
寄居町 131,100円 13.1% 106,400円 10.6％ 234,600円 11.7％
横瀬町 128,400円 12.8% 100,200円 10.0％ 229,400円 11.5％
皆野町 129,800円 13.0% 114,200円 11.4％ 231,200円 11.6％
長瀞町 129,800円 13.0% 101,600円 10.2％ 231,200円 11.6％
小鹿野町 119,400円 11.9% 95,600円 9.6％ 206,600円 10.3％

市
１人当たり法

定外繰入金

児玉郡

大里郡

1人当たり法
定外繰入金

秩父郡
1人当たり法
定外繰入金

本庄市 11,426円 美里町 26,468円 横瀬町 26,876円
熊谷市 18,199円 神川町 19,486円 皆野町 28,276円
深谷市 2,840円 上里町 18,696円 長瀞町 0円
秩父市 24,095円 寄居町 22,526円 小鹿野町 26,698円
行田市 14,874円
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４．国民健康保険の都道府県化の状況 ～ 中間整理案について ～

（１）財政構造問題解決に向けた方向性

○国民会議報告書とプログラム法の方針

①改革の前提条件…国保財政の構造的問題の解決

・公費投入だけでなく保険料の適正化など、国保が将来にわたって持続可能と

なるような仕組みも検討

②役割分担…財政運営は都道府県、賦課・徴収・保健事業の実施は市町村

○国保基盤強化協議会の財政基盤強化方針

厚生労働省が必要な追加公費を投入することを前提に、

①国保の赤字の原因の分析し効果的･効率的な公費投入を検討する。

②地方負担を伴う財政基盤強化策は地方の理解を得ながら検討する。

③厚生労働省は早期に財政基盤強化の具体策を示し、地方と十分協議する。

④負担の重い国保保険料をこれ以上増やさない仕組みを構築する。

○国保財政構造問題の解決に向けた方向性

①低所得者対策として保険者支援制度の拡充

②高齢化による医療費の不均衡の解消に向けた追加公費の投入

③保険料負担の重い低中所得者の保険料の軽減に向けた追加公費の投入

④財政安定化基金の創設や複数年を一期とした財政運営

⑤市町村間の所得格差是正と保険料負担の平準化の仕組みの構築

⑥保険料の賦課限度額の見直し

（２）役割分担のあり方

①都道府県は地域医療の提供水準と保険料等の負担のあり方を総合的に検討

②市町村の保険料収納と医療費適正化のインセンティブを残す分権的仕組み

○財政運営と保険料賦課徴収の検討状況

①都道府県は国保の医療給付費見込みを立て、各市町村に分賦金を定める。

②市町村は分賦金を賄うため保険料を賦課･徴収し、都道府県に納付する。

③都道府県は県内統一の保険料算定方式や規模別収納率目標等、市町村が保

険料率を定める際の標準を設定する。

④都道府県は県内の保険料負担の平準化を推進する。

⑤市町村は都道府県が定めた標準的保険料算定方式や目標収納率を参考に

分賦金を賄うために必要な保険料率を定め、保険料を賦課徴収する。

○保険料設定のあり方

①都道府県は医療費水準に考慮した分賦金（医療費実績割の導入）を定める

②高齢化による医療費水準の差異を調整する仕組みを導入する

③都道府県は市町村間の所得水準に考慮した分賦金（所得割の導入）を定める

④保険料水準が急激に変化しないよう都道府県は調整交付金を活用する



第１号議案

6

５．国民健康保険賦課限度額の改定について

（１）提案理由

地方税法施行令の改正に伴う賦課限度額の改正

（２）改正内容

①後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額を１６万円（現行１４万円）に引き

上げる。

②介護納付金等課税額に係る課税限度額を１４万円（現行１２万円）に引き上げる

（３）改正による影響

平成２６年６月末日現在の対象者

①後期高齢者支援機等課税額の対象者 ６１９人

②介護納付金等課税額の対象者 ２７４人

（４）改正による効果

負担能力に応じた負担。高額所得者への負担増を図る。
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